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証券コード　7561

平成29年６月１日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 鶴 野 町 ３ 番 1 0 号

代表取締役
会長兼社長

青 木 達 也

第39期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第39期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月20日（火曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月21日（水曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区茶屋町19番19号

ホテル阪急インターナショナル　４階　紫苑の間
（末尾の会場ご案内略図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第39期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第39期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 資本準備金の額の減少の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類および計算書類の内容に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://
www.hurxley.co.jp/kessan/index.html）において掲載することにより、お知ら
せいたします。

◎本招集ご通知および提供書面は、インターネット上の当社ウェブサイト（アド
レス http://www.hurxley.co.jp/kessan/index.html）にも掲載しております。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①  事業の経過及び成果

当連結会計年度（平成28年４月１日～平成29年３月31日）におけるわが国

経済は、政府による経済・金融政策のもと、企業収益や雇用環境の改善によ

り、緩やかな回復基調で推移したものの、中国をはじめとするアジア新興国

経済の伸び悩みのほか、米国新政権の政策に対する懸念や英国のＥＵ離脱問

題など、世界経済は不確実性が高まる状況となりました。

当社グループが属する「食」の分野では、外食・中食をはじめとする他業

種他業態との競争激化、労働需給のひっ迫に伴う人件費関連費用の上昇や、

円安や天候不順による原材料価格の上昇、物流関連費用の上昇といった状況

が継続したほか、消費者の節約志向が見られるなど、先行きは依然として不

透明な状況が続いております。

このような環境の中、持ち帰り弁当事業では、食に対する安心、安全への

「こだわり」をビジネスの中心に据え、多様化する消費者のニーズに対応す

るための顧客満足度向上に注力し、店舗従業員の接客マナー向上研修や商品

開発、メニューのリニューアルを進めてまいりました。また、店舗委託事業

においては積極的な新規出店・優良物件の仕入を進め、店舗管理事業におい

ても安定収益を確保してまいりました。

このような中、当連結会計年度の業績は、売上高480億28百万円（前期比

1.5％減）、営業利益８億84百万円（前期比2.3％減）、経常利益12億91百万

円（前期比7.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益９億71百万円（前

期比30.5％減）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

イ. 持ち帰り弁当事業

持ち帰り弁当事業においては、地域の皆様の豊かな食生活に貢献する

「わたしの街の台所」として、手作りによる家庭の温もり、まごころ、安

心感をお届けする信頼の食を追求しております。消費者の節約志向が続
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く中、お値打ち感のあるメニューを継続して販売したほか、「サーロイン

ステーキ弁当」のような高付加価値メニュー、季節感の感じられる「竹の

子弁当」や「松茸弁当」、暑い時期にさっぱりと召し上がっていただく

「おろし」シリーズ、「から揚げ」をはじめとするほっかほっか亭の人気

商品を組み合わせた「コンビ弁当」などを販売し、お客様の多様なニーズ

に対応してまいりました。

また、「ほっかほっか亭」１号店誕生から40周年を記念したキャンペー

ンを実施するとともに、新たな成長ステージに向けて他業種とのコラボレ

ーション出店の取り組みを強化し、お客様にとってより利便性の高い利用

シーンの提案を進めてまいりました。

この結果、持ち帰り弁当事業の売上高は、197億99百万円（前期比8.3％

減）、営業利益は13億24百万円（前期比10.5％減）となりました。

ロ. 店舗委託事業

店舗委託事業においては、景気動向や人手不足に起因するコスト上昇の

懸念がある中、積極的な優良物件の仕入により収益基盤の強化を図るとと

もに、引き続き未稼働店舗の解消、不採算店舗の解約・閉鎖などにより稼

働率の向上を図り、利益率の向上に努めてまいりました。

また、自社で運営するＷＥＢサイト「店通（てんつう）」などの媒体を

通したプロモーション活動を強化し、飲食業界における当社ブランドの浸

透と、当社の提供するサービスへの信頼感の向上を図ってまいりました。

この結果、店舗委託事業の売上高は231億86百万円（前期比1.8％増）、

営業利益は４億94百万円（前期比42.2％増）となりました。

ハ. 店舗管理事業

店舗管理事業においては、低金利や政府による経済政策を背景に不動産

取引は概ね右肩上がりの傾向で推移しているものの、一部では建築費高騰

の傾向も見られるなど先行き不透明な状況になる中で、安定的な収益機会

を確保すべく、ビルオーナーに対する当社サービスの浸透を進めることに

よってビル管理受託業務の契約数の増加を図るとともに、関連する収益機

会の深耕を進め、利益の拡大を図ってまいりました。

この結果、店舗管理事業の売上高は、７億27百万円（前期比13.2％増）、

営業利益は４億９百万円（前期比16.6％増）となりました。

ニ. 店舗直営事業

店舗直営事業においては、旬の食材を用いた「お得な寿司盛り込み」の

ワンプレートディナーや、「旨いまぐろメニュー」など看板メニューの商
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品力強化を図るとともに、Ｔポイントカードの利用告知、順番待ちシステ

ムであるＥ－ＰＡＲＫ会員向け情報発信、食べログなどのＷＥＢサイトで

の情報発信など、集客およびリピーター比率向上に向けた施策を講じてま

いりました。また、シフト管理や在庫管理の徹底によるＦＬ率(人件費率

と原価率の合計)の低減、不採算店舗閉店、照明設備改良による店舗の視

認性改善など、収益獲得施策に取り組んでまいりました。しかしながら、

全店ベースでの来店客数を伸ばすには至りませんでした。

この結果、店舗直営事業の売上高は、12億12百万円（前期比7.9％減）、

営業損失46百万円（前連結会計年度は営業損失36百万円）となりました。

ホ. その他の事業

フレッシュベーカリー事業においては、ブランド名および商号を「妖精

の国」を意味する「アルヘイム」に刷新するとともに、新商品の提案に注

力し、商品のブラッシュアップも進めております。また、お客様に支持い

ただける商品の提供・サービス品質の向上には従業員教育が不可欠である

ため、研修機能の強化を進めてまいりました。

物流関連事業においては、既存の物流基盤の再構築によって物流精度の

更なる向上を図るとともに、グループ外企業への積極的な営業活動の展開

により、全国を網羅する既存の物流インフラをベースに新規の物流業務獲

得を進めております。あわせて、自社開発商品のグループ外企業への販路

開拓、取引先企業との共同開発商品の取引拡大にも注力することによって

収益機会を着実に捉えて利益を実現してまいりました。

この結果、その他の事業の売上高は、31億２百万円（前期比29.0％増）、

営業損失29百万円（前連結会計年度は営業利益76百万円）となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は、11億60百万円であります。

その主な内訳としては、当社が５億17百万円（主に建物および機械装置）、

店舗流通ネット㈱が３億円（主に建物および工具器具備品などの店舗内装

設備）となっております。

③　資金調達の状況

当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より長

期借入金として11億65百万円の調達を行いました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況の推移 （単位：百万円）

区 分
第 36 期

平成26年３月期
第 37 期

平成27年３月期
第 38 期

平成28年３月期
第 39 期

平成29年３月期

売 上 高 50,035 48,616 48,736 48,028

経 常 利 益 1,338 1,575 1,388 1,291

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,070 1,230 1,397 971

１株当たり当期純利益(円) 207.31 123.23 144.37 103.53

総 資 産 37,780 37,465 36,852 36,668

純 資 産 18,015 18,847 19,097 19,667

１株当たり純資産額(円) 1,779.13 1,883.28 2,033.80 2,094.75

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

千円 ％

㈱鹿児島食品サービス 10,000 100.0
「ほっかほっか亭」
鹿児島地区本部

㈱ ア サ ヒ Ｌ ＆ Ｃ 30,000 100.0
食材の保管、配送およ
び加工、製品化

ア ル ヘ イ ム ㈱ 89,250 98.4
フレッシュベーカリー
の製造および販売

店 舗 流 通 ネ ッ ト ㈱ 100,000 100.0
飲食店の出退店の
総合支援事業

店 舗 プ レ ミ ア ム ㈱ 100,000 ※ 100.0
「びっくり寿司」の
店舗直営事業

　(注）1. ※印は、間接保有を含む比率であります。

2. ㈱鹿児島食品サービスに対する当社の出資比率は、平成28年12月27日

付で、同社が同社株式を非支配株主から取得したことに伴い、当連結

会計年度中に1.0％増加し100％となっております。

3. 平成28年７月20日付で、北欧フードサービス㈱からアルヘイム㈱に商

号変更しております。

－ 5 －
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(4) 対処すべき課題

①　食に対する安心、安全への「こだわり」

当社グループは、「食」ビジネスに携わる企業として、食に対する安心、

安全への「こだわり」をビジネスの中心に据えております。グループ内に

「品質管理」部門を設けるなど、品質管理の徹底を図るとともに日常の店

舗での指導などを通して、お客様に対して安心・安全な「食」を継続して

提供してまいります。

②　魅力ある商品開発

当社では、お客様のニーズに的確にお応えし、お客様に支持いただける

メニューを提供することが成長の基礎であると考えております。そのため、

新メニューの開発のみならず、既存メニューのリニューアル、定番商品の

付加価値向上策などを通して、お客様の満足度向上を図ってまいります。

③　原材料の安定供給

食品衛生問題による鶏肉の輸入停止や台風などの自然災害の発生により

畜産物、農産物の需給状況・市場価格が変動することがあります。当社の

品質基準を満たす原材料を安定的に調達し、店舗に供給するため、取引先

との密な連携を図るとともに、グループ内での食材加工・供給体制確立に

よる生産性向上を進めてまいります。

④　グループ管理体制の強化

当社グループは、「食」に関連する事業を中心に営業活動にまい進して

おりますが、急速に変化する事業環境に適時に対応しつつ持続的な成長を

維持していくためには、グループ管理体制の強化も重要であり、内部統制

の実効性を高め、コーポレートガバナンスの充実を図ることにより、リス

ク管理の徹底、業務効率化を図ってまいります。

⑤　人財の確保および育成

当社グループでは、人財を も重要な経営資源と位置づけており、優秀

な人財の確保および育成が更なる成長のために必要不可欠であると認識し

ております。人財獲得競争が激しくなる中で当社グループの将来を担う人

財を確保していくため、積極的な採用を進めるとともに、教育・研修を充

実し人財の育成を進めてまいります。また、能力主義を重視し社員に持て

る能力を発揮するチャンスを与え、組織の活性化を図ってまいります。

⑥　好立地への出店機会確保

新規出店において、お客様にとって利便性の高い好立地条件の物件を獲

得していくことが、収益性を高め安定的な店舗運営を行うために重要な要

素であると考えております。このため、グループ全体で物件情報の収集体

制を構築・強化するとともに、売上予測などの情報分析精度の向上を図り、

慎重かつ迅速な意思決定のもと好立地への出店機会確保に注力してまいり

ます。

－ 6 －
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

〔持ち帰り弁当事業〕

当社は、作りたてのあたたかいお弁当を持ち帰り方式で販売する「ほっか

ほっか亭」店舗をフランチャイズチェーンシステムにより、全国で展開して

おります。加盟店部門では、加盟店に対して弁当の材料である食材・包材な

どを販売するとともに、加盟店よりロイヤリティその他の営業収入を得てお

り、直営店部門では、直営店舗で持ち帰り弁当類を一般の消費者に提供して

おります。

〔店舗委託事業〕

店舗流通ネット㈱（連結子会社）は、業務委託型店舗でオーナーとして飲

食店を多角的に経営しているほか、開業サポート、設備機器レンタル、商品

販売など、飲食に関する総合支援サービスを行っております。

(6) 主要な営業所（平成29年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

大阪本社 大阪市北区鶴野町３番10号

東京本社 東京都港区浜松町二丁目４番１号

札幌事業課 札幌市西区

東北事業課 仙台市宮城野区

関東事業課 東京都港区

群馬事業課 群馬県館林市

東海事業課 名古屋市天白区

北陸事業課 石川県金沢市

岡山事業課 岡山市南区

広島事業課 広島市安佐南区

山陰事業課 鳥取県米子市

九州事業課 熊本市東区

②　主要な子会社

㈱鹿児島食品サービス 鹿児島県鹿児島市荒田一丁目７番16号

㈱アサヒＬ＆Ｃ 兵庫県尼崎市西向島町15番６号

アルヘイム㈱　　※ 大阪市住之江区西住之江一丁目１番８号

店舗流通ネット㈱ 東京都港区浜松町二丁目４番１号

店舗プレミアム㈱ 東京都港区浜松町二丁目４番１号

※平成28年７月20日付で北欧フードサービス㈱からアルヘイム㈱に商号変更しております。
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(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

437（1,329）名 24名減（269名減）

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

なお、パートおよび嘱託社員における前連結会計年度末からの減少は、直営店舗数の減少

によるものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

222(840)名 27名減(157名減) 39.2歳 7.0年

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

なお、パートおよび嘱託社員における前事業年度末からの減少は、直営店舗数の減少によ

るものであります。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

㈱ り そ な 銀 行 1,974百万円

㈱ 三 井 住 友 銀 行 1,733百万円

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,325百万円

㈱ あ お ぞ ら 銀 行 776百万円

㈱ み ず ほ 銀 行 379百万円

㈱ 東 京 ス タ ー 銀 行 379百万円

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先の状況
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 33,000,000株

②　発行済株式の総数 11,025,032株

③　株主数 8,353名

④　大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ラ イ ラ ッ ク 4,012千株 42.7％

株 式 会 社 こ や の 509千株 5.4％

青 木 達 也 330千株 3.5％

株 式 会 社 に っ ぱ ん 210千株 2.2％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 139千株 1.4％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社（信 託 口) 125千株 1.3％

ハ ー ク ス レ イ 取 引 先 持 株 会 118千株 1.2％

日 本 ハ ム 株 式 会 社 109千株 1.1％

J . P .  M O R G A N  S E C U R I T I E S  L L C - C L E A R I N G 100千株 1.0％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５) 90千株 0.9％

(注)１.当社は、自己株式を1,633,034株保有しておりますが、上記大株主からは除外して

おります。

２.持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等に関する事項

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価と

して交付された新株予約権の状況

平成27年８月11日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の名称

株式会社ハークスレイ第４回新株予約権

・新株予約権の数

445個

・新株予約権の目的となる株式の数

44,500株（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり115,200円（１株当たり1,152円）

・新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金の額に関する事項

イ.新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げる。

ロ.新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記イ記載の資本金等増加限度額から上記イに定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

・新株予約権を行使することができる期間

平成29年８月25日から平成34年８月24日まで

・新株予約権の行使の条件

イ.対象者は、新株予約権の権利行使時において、当社の取締役、監査

役もしくは使用人または当社子会社の取締役、監査役、もしくは使

用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年または会社都合による退職、その他正当な理由のある場合にはこ

の限りではない。

ロ.新株予約権の相続はこれを認めない。

ハ.１個の新株予約権につき、一部行使はできないものとする。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目 的 と な る 株 式 の 数 交付者数

当 社 取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

30個 3,000株 ３名

当 社 監 査 役
（ 社 外 監 査 役 を 除 く ）

― ― ―

当 社 社 外 取 締 役 10個 1,000株 １名

当 社 社 外 監 査 役 30個 3,000株 ３名

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権

等の状況

該当事項はありません。

③　その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 10 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当

代表取締役会長兼社長 青 木 達 也

代 表 取 締 役 副 社 長 大 槻 哲 也 西日本統括本部 本部長

取 締 役 澤 田 忠 雄

取 締 役 戎 井 正 己

取 締 役 西 関 善 次

取 締 役 酒 井 　 豊

常 勤 監 査 役 森 田 昌 作

監 査 役 鬼 追 明 夫

監 査 役 鈴 鹿 良 夫

（注）１．取締役西関善次氏、取締役酒井豊氏は、社外取締役であります。また、両氏は㈱東京

証券取引所が、一般株主保護のために確保することを義務付けている同取引所の有価

証券上場規程第436条の２に規定する独立役員であります。

２．常勤監査役森田昌作氏、監査役鬼追明夫氏、監査役鈴鹿良夫氏は、社外監査役であり

ます。また、監査役鈴鹿良夫氏は、㈱東京証券取引所が、一般株主保護のために確保

することを義務付けている同取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立

役員であります。

３．当該事業年度に係る役員の重要な兼職の状況は、以下のとおりであります。

・代表取締役会長兼社長青木達也氏は、㈱アサヒＬ＆Ｃ、㈱アサヒ・トーヨー、アルヘ

イム㈱、店舗流通ネット㈱、店舗プレミアム㈱の代表取締役および㈱鹿児島食品サー

ビスの取締役を兼務しております。

・代表取締役副社長大槻哲也氏は、㈱アサヒＬ＆Ｃ、店舗流通ネット㈱、㈱鹿児島食品

サービスの取締役を兼務しております。

・取締役澤田忠雄氏は、㈱アサヒＬ＆Ｃの代表取締役社長、アルヘイム㈱の取締役を兼

務しております。

・取締役西関善次氏は、聖光税理士法人の代表社員を兼務しております。

・取締役酒井豊氏は、堂島不動産㈱の代表取締役を兼務しております。

・監査役森田昌作氏は、㈱アサヒＬ＆Ｃ、㈱アサヒ・トーヨー、アルヘイム㈱、店舗流

通ネット㈱の監査役を兼務しております。

・監査役鬼追明夫氏は、弁護士法人なにわ共同法律事務所に所属しております。

・監査役鈴鹿良夫氏は、鈴鹿税理士事務所の代表、グンゼ㈱の社外監査役を兼務してお

ります。

－ 11 －

会社役員の状況
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②　当事業年度中の取締役及び監査役の異動

イ. 就任

平成28年６月22日開催の第38期定時株主総会において、戎井正己氏、酒

井豊氏が新たに取締役に選任され、就任いたしました。

ロ. 異動

平成28年４月１日付で、専務取締役大槻哲也氏は、代表取締役副社長に

就任いたしました。

平成28年６月22日開催の第38期定時株主総会終結の時をもって、取締役

水野智也氏は任期満了により退任いたしました。

平成29年３月31日付で、取締役戎井正己氏は、㈱鹿児島食品サービスの

代表取締役社長を辞任により退任いたしました。

(注) 当事業年度以降の取締役の異動

・平成29年４月１日付で戎井正己氏はアルヘイム㈱取締役副社長に就任いたしました。

③　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

６名
(２)

69百万円
(４)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名
(３)

11百万円
(11)

合 計 ９名 80百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記報酬等にグループ会社役員兼務の取締役に対するグループ会社からの当事業年度

の役員報酬等はありません。また、グループ会社監査役兼務の社外監査役に対するグ

ループ会社からの当事業年度の監査報酬を加えた社外監査役への支払総額は13百万円

であります。

３．取締役の報酬限度額は、平成27年６月23日開催の第37期定時株主総会において年額300

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まず、うち社外取締役分は年額50百万円以内）

と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成18年６月27日開催の第28期定時株主総会において年額40

百万円以内と決議いただいております。

－ 12 －

会社役員の状況
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④　社外役員に関する事項

イ. 重要な兼職の状況及び兼職先と当社との関係

1.取締役西関善次氏は、聖光税理士法人の代表社員であります。

当社は、聖光税理士法人との間に顧問契約を締結しております。

2.取締役酒井豊氏は、堂島不動産㈱の代表取締役であります。

当社と堂島不動産㈱との間には重要な取引その他の関係はありませ

ん。

3.監査役森田昌作氏は、㈱アサヒＬ＆Ｃ、アルヘイム㈱、店舗流通ネッ

ト㈱、㈱アサヒ･トーヨーの監査役を兼務しております。

当社は、㈱アサヒＬ＆Ｃとの間に保管・配送業務委託の取引および資

金の借入の取引、アルヘイム㈱との間に資金の貸付、債務保証等の取

引、店舗流通ネット㈱との間に資金の貸付、債務保証等の取引、㈱ア

サヒ・トーヨーとの間に食材加工委託の取引があります。

4.監査役鬼追明夫氏は、弁護士法人なにわ共同法律事務所に所属してお

ります。

当社と弁護士法人なにわ共同法律事務所との間には重要な取引その

他の関係はありません。

5.監査役鈴鹿良夫氏は、鈴鹿税理士事務所の代表であり、グンゼ㈱の社

外監査役を兼務しております。

当社と鈴鹿税理士事務所およびグンゼ㈱との間には重要な取引その

他の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取 締 役 会 （ 1 3 回 開 催 ）
監 査 役 会
（６回開催）定 時 取 締 役 会

（1 2回開催）
臨 時 取 締 役 会
（ １ 回 開 催 )

出 席 回 数 出 席 回 数 出 席 回 数

取 締 役 西 関 善 次 12回 １回 －

取 締 役 酒 井 　 豊 10回 － －

常 勤
監 査 役

森 田 昌 作 12回 １回 ６回

監 査 役 鬼 追 明 夫 10回 ０回 ４回

監 査 役 鈴 鹿 良 夫 12回 １回 ６回

－ 13 －

会社役員の状況
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・取締役会、監査役会における発言状況

1.取締役西関善次氏は、財務および会計に関する相当程度の知見を有し

ており、また税理士としての専門的見地から、取締役会において意思

決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

2.取締役酒井豊氏は、平成28年６月22日の就任以降の当事業年度に開催

された取締役会10回の全てに出席しております。同氏は、長年にわた

る公職での豊富な経験と見識を有しており、取締役会において意思決

定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

3.常勤監査役森田昌作氏は、財務および会計に関する相当程度の知見を

有しており、また金融機関出身者としての専門的見地から、取締役

会・監査役会において意思決定の妥当性・適正性を確保するための発

言を行っております。

4.監査役鬼追明夫氏は、主に弁護士としての専門的見地から取締役会・

監査役会において意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を

行っております。

5.監査役鈴鹿良夫氏は、財務および会計に関する相当程度の知見を有し

ており、また税理士としての専門的見地から、取締役会・監査役会に

おいて意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており

ます。

ハ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額といた

しております。

－ 14 －

会社役員の状況
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

34百万円

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報

酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、

会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

当社は、新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項

の業務以外を委託しておりません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。

⑤　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定す

る額といたしております。

－ 15 －

会計監査人の状況
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⑥　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容

イ　処分対象

新日本有限責任監査法人

ロ　処分内容

平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３か月間の契約の新規

の締結に関する業務の停止

ハ　処分理由

・社員の過失による虚偽証明

・監査法人の運営が著しく不当

－ 16 －
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

〔内部統制システムの基本方針〕

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

経営理念や役員職務規程のもと、必要に応じ外部の専門家を起用し、法令

定款違反行為を未然に防止する。取締役が他の取締役の法令定款違反行為を

発見した場合は、直ちに監査役および取締役会に報告するなどガバナンス体

制を強化する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程、情報管理・秘密

保持規程、内部者取引防止規程に基づきその保存媒体に応じ遺漏なきよう十

分な注意をもって保存・管理に努めることとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

危機管理規程において、個々のリスクについての管理責任者を決定し、同

規程に沿ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生した場合には、

危機管理連絡協議会メンバーおよび顧問弁護士などを含む外部アドバイザー

をもって迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを 小限に止める体制

を整える。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程に

おいて、それぞれの責任者およびその責任、執行手続の詳細についての定め

によるものとする。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス・マニュアルを定

める。また、コンプライアンス体制の整備および維持を図るとともに、必要

に応じて各担当部署において規則・ガイドラインの策定、研修の実施を行う

ものとする。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制
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⑥　当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

(1) 子会社および関連会社（以下「関係会社」といいます）において、当社

グループ経営に重大な影響を与える事態が発生した場合またはそのおそ

れがある場合の対策組織の編成方法を整備し、有事の対応を迅速に行う

ことで、損害・影響が 小となるよう努めます。

(2) 関係会社の経営における自主自立を尊重しつつ、一方で、グループ全体

の連帯性の強化も図ることによって、グループ全体の拡大発展が遂げら

れるよう、関係会社管理規程を定めます。その上で、関係会社運営のた

めの指導にあたります。

(3) 関係会社の取締役等の職務執行に係る事項が、随時当社に報告されるよ

う、関係会社管理規程に基づいて、重要事項について子会社に決裁や報

告を求めます。

(4) 関係会社の取締役や使用人等が、関係会社における法令・定款違反行為

を発見した場合には、社内通報先である当社内部監査室や、社外通報先

である弁護士事務所に相談・通報できる内部通報制度を設けて運用して

おります。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び補助使用人の取締役からの独立性に関する事項並

びに当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

監査役より求めがあれば、監査役の職務を補助すべき使用人として、監査

役補助者を任命することとする。監査役補助者は監査役の指揮命令下で監査

役の職務を補助する業務に従事し、その者の評価は監査役が行い、任命、解

任、人事異動、賃金などの改定については監査役会の同意を得た上で取締役

会が決定することとする。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制並びに監査役の職務の執行について生ずる費用に関する事項

取締役および使用人は当社の業務または業績に影響を与える重要な事項に

ついて監査役に都度報告するものとする。また、監査役はいつでも必要に応

じ、取締役及び使用人に対して報告を求めたり、内部監査室に調査を要請す

ることができるものとする。監査役に法令違反行為などを通報または相談を

する報告者が不利な取扱いを受けないよう運用することとする。監査役の職

務に関する費用請求に対し、明らかにその職務執行に必要ないと認められる

場合を除き、その費用を負担し速やかに前払いまたは償還に応じる。

－ 18 －
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⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の記載

を適切に行うため、内部統制推進委員会を設置し「財務報告に係る内部統制

の評価及び監査の基準並びに同実施基準」に準じ、当社およびグループ各社

の財務報告が適正であるといえる内部統制を整備・運用する。

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。

反社会的勢力への対応については、危機管理規程に基づき、管理本部を本

件に関し統括を行う部署と定め、情報を一元化し迅速に的確な対応をすると

ともに、弁護士、警察官と連携し、組織的に対応を行うことができる体制を

整備する。

〔内部統制システムの運用状況の概要〕

当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当

初から、内部統制システムの整備および運用状況について継続的に確認し調

査を実施しております。また、確認調査の結果、問題点が認識された場合に

は、是正措置を行い、より適切な内部統制システムの運用に努めております。

当事業年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用

状況は以下のとおりであります。

内部監査部門は、内部統制システムを整備・運用し、内部統制の目標を効

果的に達成するため、当事業年度の内部監査計画に基づいて業務執行が適正

かつ効率的に行われているかを監査しております。また、内部監査部門は、

財務報告に係る内部統制についての内部統制評価手続を併せて実施しており

ます。

グループ会社の管理につきましては、「関係会社管理規程」、「取締役会

規程」および「職務権限規程および決裁手続規程」に基づき、グループ各社

から、その業務執行について、当社の取締役会、所管部門に対する報告を受

け、決裁を実施しております。

取締役会は当事業年度に13回開催し、重要な意思決定を行うとともに、各

取締役の事業計画の遂行状況やその他の業務執行状況の監督を実施しており

ます。

監査役会は当事業年度に６回開催し、各監査役は監査に関する報告を行う

とともに活発な議論を行っております。また、監査役は、取締役会や重要な

会議に出席し、代表取締役をはじめとする各取締役、重要な使用人、会計監

査人との間で情報交換を行うことで取締役の職務の執行を監督し、内部統制

の運用状況の確認を行っております。

－ 19 －

業務の適正を確保するための体制



2017/05/18 22:13:55 / 16269081_株式会社ハークスレイ_招集通知

連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

[10,127,472]

6,660,672

1,678,594

460,602

113,314

374,761

862,318

△22,790

[26,540,821]

(18,227,300)

5,862,094

227,651

354,173

11,685,574

86,737

11,070

(249,422)

68,996

180,426

(8,064,097)

1,657,930

56,684

5,702,133

163,384

655,598

474,962

△646,595

流 動 負 債 [7,812,031]

買 掛 金 2,237,414

短 期 借 入 金 836,412

一年以内返済予定の長期借入金 1,686,528

未 払 金 839,576

未 払 法 人 税 等 192,230

未 払 消 費 税 等 143,135

賞 与 引 当 金 171,124

そ の 他 1,705,609

固 定 負 債 [9,188,483]

長 期 借 入 金 4,457,425

退職給付に係る負債 39,323

長 期 預 り 保 証 金 3,942,689

繰 延 税 金 負 債 227,196

資 産 除 去 債 務 329,459

そ の 他 192,389

負 債 合 計 17,000,515

純 資 産 の 部

株 主 資 本 [19,481,189]

資 本 金 4,036,649

資 本 剰 余 金 3,982,495

利 益 剰 余 金 13,767,744

自 己 株 式 △2,305,700

その他の包括利益累計額 [176,364]

その他有価証券評価差額金 176,364

新 株 予 約 権 ［10,224]

非 支 配 株 主 持 分 [－]

純 資 産 合 計 19,667,778

資 産 合 計 36,668,293 負 債 純 資 産 合 計 36,668,293

－ 20 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 48,028,572

売 上 原 価 37,178,177

売 上 総 利 益 10,850,395

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,965,703

営 業 利 益 884,692

営 業 外 収 益 529,635

受 取 利 息 3,237

受 取 配 当 金 6,997

受 取 賃 貸 料 189,675

業 務 委 託 契 約 解 約 益 89,366

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 20,808

そ の 他 219,549

営 業 外 費 用 122,793

支 払 利 息 34,745

賃 貸 費 用 38,782

店 舗 敷 金 償 却 5,793

業 務 委 託 契 約 解 約 損 5,608

そ の 他 37,863

経 常 利 益 1,291,533

特 別 利 益 270,047

固 定 資 産 売 却 益 27,597

投 資 有 価 証 券 売 却 益 149,956

受 取 和 解 金 40,000

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 27,985

そ の 他 24,508

特 別 損 失 332,394

固 定 資 産 除 却 損 115,579

固 定 資 産 売 却 損 2,657

減 損 損 失 177,044

そ の 他 37,112

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,229,186

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 236,994

法 人 税 等 調 整 額 21,637

当 期 純 利 益 970,554

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △918

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 971,472

－ 21 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 4,036,649 3,980,653 13,218,887 △2,306,479 18,929,711

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △422,615 △422,615

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

971,472 971,472

自 己 株 式 の 取 得 △65 △65

自 己 株 式 の 処 分 △250 844 594

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

2,092 2,092

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 － 1,842 548,857 778 551,478

当連結会計年度末残高 4,036,649 3,982,495 13,767,744 △2,305,700 19,481,189

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 154,733 154,733 7,845 5,297 19,097,588

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △422,615

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

971,472

自 己 株 式 の 取 得 △65

自 己 株 式 の 処 分 594

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

2,092

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

21,630 21,630 2,378 △5,297 18,712

当連結会計年度変動額合計 21,630 21,630 2,378 △5,297 570,190

当連結会計年度末残高 176,364 176,364 10,224 － 19,667,778

－ 22 －
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　６社

・主要な連結子会社の名称　　　㈱鹿児島食品サービス、㈱アサヒＬ＆Ｃ、

アルヘイム㈱、店舗流通ネット㈱、店舗プレミアム㈱

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数

２社

・主要な会社等の名称　　　　　㈱アサヒ・トーヨー、㈱ほっかほっかフーヅ

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、㈱鹿児島食品サービス他３社の決算日は２月末日であります。連結計

算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決

算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

・時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブの評価基準　　時価法

ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料及び

貯蔵品

主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

－ 23 －
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　定率法

　（リース資産を除く）　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によってお

ります。

なお、一部の有形固定資産については、種類別の使用可

能期間に基づく耐用年数とする定額法を採用しており

ます。

主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　２～50年

ロ．無形固定資産　　　　　　　定額法

　（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用ソフトウェアについては社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

ロ．売上高の会計処理　　　　　連結子会社のうち、１社について、売上原価に含まれて

いる業務委託料等を売上高から控除しない方法（総額表

示）によっております。

ハ．退職給付に係る負債の計上

基準

連結子会社のうち、１社について、退職給付に係る負債

および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年6月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更し

ております。

これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

（1) 有形固定資産の減価償却累計額 11,556,893千円

（2) 担保に供している資産

建物及び構築物 2,067,666千円

土地 9,869,598千円

計 11,937,265千円

上記の物件は、借入金6,099,539千円の担保に供しております。

４．連結損益計算書に関する注記

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

（千円）

㈱ハークスレイ
(大阪府)

店舗 建物及び構築物等 31,707

アルヘイム㈱
（大阪府）

店舗 建物及び構築物等 31,319

店舗流通ネット㈱
（東京都）

店舗
建物及び構築物、

工具、器具及び備品等 114,016

合計 177,044

当社および連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出す 小単位に基づき、主に店舗を基

本単位としてグルーピングを行っており、遊休資産については当該資産単独でグルーピングを

行っております。

上記の資産については、投資の回収が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当連結会計年度における減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の主な内訳は、建物及び構築物163,848千円、工具、器具及び備品1,016千円であり

ます。

なお、当資産グループの回収可能価額は零としております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 11,025千株 －千株 －千株 11,025千株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 1,641千株 0千株 0千株 1,640千株

(注)自己株式数の増減は、単元未満株式の買取りによるもの、新株予約権の行使に伴うもの

であります。

(3) 配当に関する事項

①　配当金支払額

イ．平成28年６月22日開催の第38期定時株主総会決議による配当に関する事項

普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 234,786千円

・１株当たり配当額 25円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月23日

ロ．平成28年11月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 187,829千円

・１株当たり配当額 20円

・基準日 平成28年９月30日

・効力発生日 平成28年12月１日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成29年６月21日開催予定の第39期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 112,703千円

・１株当たり配当額 12円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月22日

なお、配当原資については利益剰余金とすることを予定しております。

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式　　　　　　　　　73,800株

－ 26 －

連結注記表



2017/05/18 22:13:55 / 16269081_株式会社ハークスレイ_招集通知

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な

余資は主に安全性の高い金融資産で運用し、また運転資金は銀行借入や社債発行により調

達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有

価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

ります。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、

主に設備投資および運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

債権管理に係る内規等に従い、営業債権及び貸付金について、各事業部門における営業管

理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を

管理するとともに、管理部門においてグループ全体の財務状況、資金繰りを把握し、健全な

事業運営を図っております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

などを把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関

係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、適時作成更新した資金繰り計画をもとに手元流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しております。連結子会社については、グループ全体で資金管理を行うとともに、

子会社は同様に流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件を採用することなどにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

6,660,672

1,678,594

386,166

6,660,672

1,678,594

386,166

－

－

－

資 産 計 8,725,432 8,725,432 －

(1) 買掛金

(2) 短期借入金

(3) 長期借入金(１年以内返済予定を含む)

2,237,414

836,412

6,143,953

2,237,414

836,412

6,142,526

－

－

△1,427

負 債 計 9,217,779 9,216,352 △1,427

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金（１年以内返済予定を含む）

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することか

ら、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっておりま

す。固定金利によるものは、元利金の合計額を当該債務の残存期間および信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価格により算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額　（千円）

敷金及び保証金 ※１ 5,702,133

長期預り保証金 ※２ 3,942,689

非上場株式等   ※３ 1,271,764

※１ 賃借物件において預託している敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ、入居

から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的

なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の

対象としておりません。

※２ 賃貸物件における賃借人から預託されている長期預り保証金は、市場価格がな

く、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難

であり、その他の預託金等についても、実質的な預託期間を算定することは困難

であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認め

られるため、時価開示の対象としておりません。

※３ 非上場株式等については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認

められるものであるため、（3）「有価証券及び投資有価証券」には含めており

ません。

７．賃貸等不動産に関する注記

当社および一部の連結子会社では、東京都その他の地域において賃貸用建物（土地を含

む。）等を有しております。

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度末の時価は、次のとおりであ

ります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

8,482,583 8,237,071

(注) １.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控

除した金額であります。

２.当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」等に基づいて自社で

算定した金額であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,094円75銭

(2) １株当たり当期純利益 103円53銭

－ 29 －

連結注記表



2017/05/18 22:13:55 / 16269081_株式会社ハークスレイ_招集通知

９．重要な後発事象に関する注記

（資本準備金の額の減少）

当社は、平成29年５月10日に開催された取締役会において、平成29年６月21日開催予定の第

39期定時株主総会に、資本準備金の額の減少を付議することを決議いたしました。

１．資本準備金の額の減少の目的

今後の資本政策の柔軟性、機動性を確保するため、会社法第448条第１項の規定に基づき、

資本準備金の一部を減少し、同額をその他資本剰余金に振り替えるものであります。

２．資本準備金の額の減少の要領

減少する準備金の項目およびその額

資本準備金　　　 3,906,288,668円のうち、3,027,551,303円

増加する剰余金の項目およびその額

その他資本剰余金　　　　　　　　　　　　3,027,551,303円

３．資本準備金の額の減少の日程

取締役会決議日　　　　　　平成29年５月10日

株主総会決議日　　　　　　平成29年６月21日（予定）

債権者異議申述公告日　　　平成29年６月26日（予定）

債権者異議申述 終期日　　平成29年７月27日（予定）

効力発生日　　　　　　　　平成29年７月31日（予定）

４．その他

本件は、「純資産の部」における科目間の振替処理であり、当社の純資産の額に変動は無

く、業績に与える影響はありません。

（連結子会社における事業分離）

１．事業分離の概要

①　分離先企業の名称

株式会社スシ・プロ

②　分離した事業の内容

当社連結子会社、店舗プレミアム株式会社の「びっくり寿司」事業

③　事業分離を行った理由

当社グループでは、持続的成長と収益力の向上を図るべく、強化すべき事業領域に重

点的に経営資源を投入して事業の選択と集中を進める観点から「びっくり寿司」事業を

譲渡したものであります。

④　事業分離日

平成29年４月１日

⑤　法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡
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２．実施した会計処理の金額

①　移転損益の金額

50,000千円

②　移転した事業に係る資産および負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産　　　　 18,983千円

固定資産　　　　322,528千円

資産合計　　　　341,511千円

③　会計処理

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日）および

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　平成25年９月13日）に基づき処理する予定であります。

④　当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益額

売上高　　　　1,212,409千円

営業利益　　　△ 46,757千円

（注）　連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書並びに連結注記表に記

載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 31 －

連結注記表



2017/05/18 22:13:55 / 16269081_株式会社ハークスレイ_招集通知

貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

リ ー ス 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

[5,781,554]

3,006,268

1,262,425

432,588

46,978

126,189

693,403

85,466

135,468

△7,235

[12,941,873]

(8,080,764)

3,010,724

65,656

180,591

183,757

4,617,752

22,281

(87,141)

26,475

15,623

10,719

1,001

33,321

(4,773,968)

428,952

3,005,488

3,520

54,687

138,178

1,135,269

147,350

△139,478

流 動 負 債 [4,509,721]

買 掛 金 1,934,846

短 期 借 入 金 890,000

一年以内返済予定の長期借入金 645,400

未 払 金 180,186

未 払 費 用 476,150

未 払 法 人 税 等 51,499

未 払 消 費 税 等 31,908

預 り 金 142,381

前 受 収 益 12,391

賞 与 引 当 金 104,191

そ の 他 40,766

固 定 負 債 [3,647,979]

長 期 借 入 金 1,955,300

長 期 預 り 保 証 金 1,496,072

資 産 除 去 債 務 127,708

債務保証損失引当金 42,982

そ の 他 25,916

負 債 合 計 8,157,701

純 資 産 の 部

株 主 資 本 [10,397,838]

資 本 金 (4,036,649)

資 本 剰 余 金 (3,930,566)

資 本 準 備 金 3,906,288

そ の 他 資 本 剰 余 金 24,277

利 益 剰 余 金 (4,728,456)

利 益 準 備 金 130,425

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,598,031

別 途 積 立 金 2,190,300

繰 越 利 益 剰 余 金 2,407,731

自 己 株 式 (△2,297,834)

評価・換算差額等 [157,663]

その他有価証券評価差額金 (157,663)

新 株 予 約 権 [10,224]

純 資 産 合 計 10,565,726

資 産 合 計 18,723,427 負 債 純 資 産 合 計 18,723,427

－ 32 －
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 19,272,094

売 上 原 価 11,681,430

売 上 総 利 益 7,590,664

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,283,044

営 業 利 益 307,620

営 業 外 収 益 421,149

受 取 利 息 14,264

受 取 配 当 金 10,303

賃 貸 収 入 228,800

雑 収 入 167,780

営 業 外 費 用 246,045

支 払 利 息 割 引 料 21,083

賃 貸 費 用 109,799

店 舗 敷 金 償 却 5,793

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 50,000

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 42,982

雑 損 失 16,385

経 常 利 益 482,724

特 別 利 益 113,977

固 定 資 産 売 却 益 3,780

投 資 有 価 証 券 売 却 益 109,956

新 株 予 約 権 戻 入 益 240

特 別 損 失 121,351

固 定 資 産 売 却 損 367

固 定 資 産 除 却 損 79,276

減 損 損 失 31,707

そ の 他 10,000

税 引 前 当 期 純 利 益 475,350

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 125,592

法 人 税 等 調 整 額 82,090

当 期 純 利 益 267,666

－ 33 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,036,649 3,906,288 24,527 3,930,816 130,425 2,190,300 2,562,680 4,883,405

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △422,615 △422,615

当 期 純 利 益 267,666 267,666

自己株式の取得

自己株式の処分 △250 △250

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当期変動額合計 － － △250 △250 － － △154,948 △154,948

当 期 末 残 高 4,036,649 3,906,288 24,277 3,930,566 130,425 2,190,300 2,407,731 4,728,456

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △2,298,612 10,552,259 139,230 139,230 7,845 10,699,335

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △422,615 △422,615

当 期 純 利 益 267,666 267,666

自己株式の取得 △65 △65 △65

自己株式の処分 844 594 594

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

18,432 18,432 2,378 20,811

当期変動額合計 778 △154,420 18,432 18,432 2,378 △133,608

当 期 末 残 高 △2,297,834 10,397,838 157,663 157,663 10,224 10,565,726

－ 34 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　 移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　 移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料及び

貯蔵品

主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　 定率法

（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法によ

っております。

主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　８～50年

②　無形固定資産　　　　　　　　 定額法

（リース資産を除く）

③　リース資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額の当事

業年度負担額を計上しております。

③　債務保証損失引当金 債務保証に係る損失に備えるため、債務保証先の財政

状態等を勘案し損失負担見込額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。

－ 35 －

個別注記表
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２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年6月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更してお

ります。

なお、この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度まで、区分掲記しておりました「協賛金収入」は、金額的重要性が乏しくなった

ため、当事業年度より「営業外収益」の「雑収入」に含めて表示しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 799,560千円

短期金銭債務 526,907千円

長期金銭債権 －千円

長期金銭債務 16,530千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,397,164千円

(3) 担保に供している資産

建物 1,208,876千円

土地 3,592,477千円

計 4,801,353千円

上記の物件は、借入金2,708,700千円の担保に供しております。

(4) 保証債務

他社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

店舗流通ネット㈱ 3,307,008千円

アルヘイム㈱ 152,414千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 848,667千円

仕入高 631,375千円

支払手数料その他の営業取引高 1,294,110千円

営業取引以外の取引による取引高 134,703千円

－ 36 －

個別注記表



2017/05/18 22:13:55 / 16269081_株式会社ハークスレイ_招集通知

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,633,034株

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：千円）

当事業年度
（平成29年３月31日現在）

繰延税金資産（流動）

未払事業税 14,037

賞与引当金繰入限度超過額 32,101

貸倒引当金繰入限度超過額 2,229

繰越欠損金 67,496

その他 10,325

小計 126,189

評価性引当額 －

計 126,189

繰延税金資産（固定）

関係会社株式評価損否認 2,580,755

減損損失否認 262,303

貸倒引当金繰入限度超過額 27,362

資産除去債務 36,997

繰越欠損金 409,717

その他 17,007

小計 3,334,143

評価性引当額 △3,101,570

繰延税金負債（固定）との相殺 △94,394

計 138,178

繰延税金資産合計 264,367

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △69,451

資産除去債務 △24,942

小計 △94,394

繰延税金資産（固定）との相殺 94,394

計 －

－ 37 －
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８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権
の 所 有
割 合
( ％ )

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
事業年度
末 残 高
(千円)

役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

子会社

㈱ ア サ ヒ Ｌ ＆ Ｃ 100.00 兼任４名
保管・配送
業 務 委 託

物流センターの賃貸 107,796 前受収益 9,593

商品の売上 242,283 売 掛 金 20,251

物流手数料 1,254,994 未払費用 154,341

支 払 利 息 1,053 短期借入金 290,000

店 舗 流 通 ネ ッ ト ㈱ 100.00 兼任３名
資金の援助、
債 務 の 保
証・被保証

資金の回収 1,619,000 短期貸付金 626,002

受 取 利 息 11,438 － －

債務の保証
（注２）

3,307,008 － －

債 務 の 被 保 証
（注３）

2,008,700 － －

（注）１.取引条件およびその決定方針等については、一般取引条件と同様に決定しております。

２.店舗流通ネット㈱の金融機関からの借入に対して債務保証を行ったものであります。

３.当社の金融機関からの借入に対して店舗流通ネット㈱より債務保証を受けております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,123円88銭

(2) １株当たり当期純利益 28円50銭

－ 38 －

個別注記表
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10．重要な後発事象に関する注記

（資本準備金の額の減少）

当社は、平成29年５月10日に開催された取締役会において、平成29年６月21日開催予定の第

39期定時株主総会に、資本準備金の額の減少を付議することを決議いたしました。

１．資本準備金の額の減少の目的

今後の資本政策の柔軟性、機動性を確保するため、会社法第448条第１項の規定に基づき、

資本準備金の一部を減少し、同額をその他資本剰余金に振り替えるものであります。

２．資本準備金の額の減少の要領

減少する準備金の項目およびその額

資本準備金　　　 3,906,288,668円のうち、3,027,551,303円

増加する剰余金の項目およびその額

その他資本剰余金　　　　　　　　　　　　3,027,551,303円

３．資本準備金の額の減少の日程

取締役会決議日　　　　　　平成29年５月10日

株主総会決議日　　　　　　平成29年６月21日（予定）

債権者異議申述公告日　　　平成29年６月26日（予定）

債権者異議申述 終期日　　平成29年７月27日（予定）

効力発生日　　　　　　　　平成29年７月31日（予定）

４．その他

本件は、「純資産の部」における科目間の振替処理であり、当社の純資産の額に変動は無

く、業績に与える影響はありません。

(注)貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書並びに個別注記表に記載の金額は、

表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 39 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月19日

株式会社ハークスレイ
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 操 司 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 押 谷 崇 雄 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ハークスレイの平成28
年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算

書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算
書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社ハークスレイ及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月19日

株式会社ハークスレイ
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 山 本 操 司 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 押 谷 崇 雄 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ハークスレイの
平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第39期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第39期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査の計画等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査の計画等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施し
ました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め､重要な決
裁書類等を閲覧し､本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。
また、子会社については子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を受けまし
た。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 42 －
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

平成29年５月22日

株式会社ハークスレイ監査役会
常 勤 監 査 役
（社外監査役） 森 田 昌 作 

社 外 監 査 役 鬼 追 明 夫 

社 外 監 査 役 鈴 鹿 良 夫 

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

第39期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事業展

開等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①配当の財産の種類

金銭といたします。

②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金12円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は112,703,976円となります。

③剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月22日といたしたいと存じます。

－ 44 －

剰余金処分議案
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第２号議案　資本準備金の額の減少の件

１．資本準備金の額の減少の目的

今後の経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行に備え、財務戦略

上の弾力性を確保するため、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備

金の額の減少を行い、その他資本剰余金に振り替えるものであります。

２．資本準備金の額の減少の要領

会社法第448条第１項の規定に基づき、次のとおり資本準備金を取り崩し、

その他資本剰余金に振り替えるものであります。

(1) 減少前の資本準備金の額　　　　　　 3,906,288,668円

(2) 減少する資本準備金の額　　　　　　 3,027,551,303円

(3) 減少後の資本準備金の額　　　　　　　 878,737,365円

(4) 増加するその他資本剰余金の額　　　 3,027,551,303円

(5) 資本準備金の額の減少の効力発生日　平成29年７月31日

＜ご参考＞　資本準備金の額の減少の日程

(1) 取締役会決議　　　　　　　　　　　平成29年５月10日

(2) 定時株主総会決議日　　　　　　　　平成29年６月21日

(3) 債権者異議申述公告日　　　　　　　平成29年６月26日

(4) 債権者異議申述 終日　　　　　　　平成29年７月27日

(5) 資本準備金の額の減少の効力発生日　平成29年７月31日

－ 45 －
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３

項の規定に基づき、予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

本決議の効力は次期定時株主総会開始の時までといたします。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

よね    や    じゅん  いち

米 家 潤 一

(昭和31年７月10日生)

平成８年８月　当社入社

平成15年４月　当社岡山事業部部長代行

平成17年８月　当社業務推進室室長

平成18年６月　当社内部監査室室長（現任）

1,000株

(注)1.候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2.米家潤一氏は補欠の社外監査役以外の監査役候補者であります。

3.米家潤一氏を補欠の監査役候補者とした理由は、同氏は当社の内部監査

室室長として当社の業務に精通し、就任した場合にはその知識、経験を

監査役としての監査に反映していただけると期待したためであります。

以　上
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株主総会会場ご案内略図

　　　　　　　（会　場）　大阪市北区茶屋町19番19号

　　　　　　　　　　　　　ホテル阪急インターナショナル

　　　　　　　　　　　　　　４階　紫苑の間

中津

地下鉄御堂筋線
中津駅

PIAS
タワー

関空リムジンバス
のりば

新阪急ホテル
アネックス

新阪急ホテル

空港バスターミナル

ＪＲ大阪駅

阪急電車

阪急百貨店

HEP

梅田芸術劇場
メインホール
シアター・
ドラマシティ

毎日放送

LOFT

㈱ハークスレイ
本　　社

ホテル阪急
インターナショナル

茶
屋
町
口

 

阪
急
梅
田
駅

新
御
堂
筋

梅
田

交通機関　◎阪急梅田駅茶屋町口より　徒歩３分

　　　　　◎ＪＲ大阪駅より　徒歩８分

地図




